
中小企業のセキュリティを守るための実証事業のご案内

令和2年度中小企業ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ対策支援体制構築事業

御社のサイバーセキュリティに不安はありませんか？

セキュリティの脆弱性は会社経営を危機にさらします。

経済産業省の補助によりＩＰＡ（※）が実証事業として、中小企業

のサイバーセキュリティの意識向上、対策の定着化を目的に中小企業

サイバーセキュリティ対策支援体制構築事業を企画しました。

この度、九州単県で初めて熊本県下のICT事業者を中心として発足

した「熊本サイバーセキュリティお助け隊」が採択されました。

熊本お助け隊は、中小企業の御社に万一セキュリティトラブルが

発生した際は迅速に解決をサポートします。

熊本のサプライチェーンを守るため、ぜひ実証事業にご参加を！

令和２年10月14日（水）

14：30～17：00
ＮＴＴ桜町ビル１階
コミュニティゾーン

【Ｗｅｂ配信でも視聴可能】

セキュリティ実証事業の内容
・セキュリティ意識向上、実態把握
・セキュリティ対策サービスの導入、
セキュリティ被害発生時のサポート
（令和2年12月末まで無償利用可能）

※ＩＰＡ（独立行政法人
情報処理推進機構） くまなんピーシーネットは熊本サイバーセキュリティお助け隊のメンバーです



熊本サイバーセキュリティお助け隊 情報連絡シート

以下の□にチェックマーク（レ）をご記入してください（必須）

□ 実証事業説明会への会場参加を希望します

□ 実証事業説明会へのＷｅｂ同時配信参加を希望します

□ 実証事業参加に向けて個別説明を希望します

＜お申込みは、WebまたはFAXでお願い致します＞
URL:https://otasuke.kumamoto-sec.jp/contact.html
FAX :096-321-4338 （FAX到着確認のお電話をお願いします）

＜お問合せは、電話・メール・Webでも受け付けております＞
メール:otasuketai-kumamoto-2020@west.ntt.co.jp
電話 :0800-200-1651（平日 9:00～17:00、土日祝休み）

熊本サイバーセキュリティお助け隊
事務局(NTT西日本 熊本支店内）

※事務局からご連絡致しますので下表に参加予定者名及び連絡先をご記入願います。

会場参加、Ｗｅｂ参加、いずれも複数人でのご参加の場合は人数分のお申込み（複数枚）が必要となります。
会場参加は３密防止のため、50名定員としますので、Ｗｅｂ参加への変更をお願いする場合がございます。

事業所名

事業所住所

参加予定者(所属・役職・お名前)

連絡用電話番号

連絡用メールアドレス

ご希望連絡方法（ レ 記入） □メールでの連絡を希望 □電話での連絡を希望 □どちらでもよい

サイバーセキュリティ カレッジ セミナー（今回は実証事業説明会として開催）
＜日時＞令和2年10月14日（水）14:30～17:00 （開場 13:30）
＜場所＞NTT西日本 桜町ビル１階（熊本市中央区桜町3-1 （「SAKURA MACHI Kumamoto」隣)）
＜講演内容＞
①中小企業におけるサイバーセキュリティ対策普及に向けた国等の支援事業について
（講師）独立行政法人情報処理推進機構（IPA）セキュリティセンター 企画部 中小企業支援グループ

②コロナ禍におけるサイバー犯罪の現状と対策
（講師）熊本県警本部生活安全部 サイバー犯罪対策課 サイバー犯罪対策官 警視 小田 和宏様

③サイバー攻撃におけるリスク
（講師）東京海上日動火災保険㈱ 熊本支店
④サイバーパトロール事例紹介
（講師）熊本県サイバーセキュリティ推進協議会 学生部会
⑤中小企業サイバーセキュリティ対策支援体制構築事業「熊本ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨお助け隊」の概要説明
（講師）熊本サイバーセキュリティお助け隊 事務局（ＮＴＴ西日本 熊本支店 第二ビジネス営業部⾧）前田 慎吾

※Web配信参加ご希望の方には別途視聴方法をご案内します。

＜熊本サイバーセキュリティお助け隊実行委員会 構成団体＞ 一般社団法人熊本県サイバーセキュリティ推進協議会、ＮＴＴ西日本 熊本支店、
㈱くまなんピーシーネット、西部電気工業㈱ 熊本支社、㈱ＳＹＳＫＥＮ、㈱肥後銀行、くまもと機械電子情報連携推進機構、熊本商工会議所、
東京海上日動火災保険㈱、（オブザーバー）熊本県情報サービス産業協会 テレワーク支援プロジェクト

ご提供いただいた情報は、本事業の委託元である独立行政法人情報処理推進機構(以下「IPA」といいます)、経済産業省、事業実施者であるNTT西日
本、および協力会社である（一社）熊本県サイバーセキュリティ推進協議会等が、本事業に関する説明会の運営および本事業を実施するために利用
するほか、IPA、NTT西日本等からの中小企業向けの他事業に関するご案内（電話・メール・郵送等）をするために使用します。

（くまなんピーシーネット扱い）


